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(57)【要約】
　断熱製品は、容器と、容器内部に第１の層を形成する
第１の断熱材料と、容器内部に第２の層を形成する第２
の断熱材料とを含み得、第１の層は、第２の層によって
圧縮される。建物内の構造は、スタッドと、スタッドの
対向する側面に取り付けられた第１及び第２のクラッデ
ィングと、スタッドと対向するクラッディングとの間に
画定された構造空間とを含み得る。第１の断熱材料は、
構造空間上に第１の層を含み、構造空間内部のクラッデ
ィングのうちの第１のクラッディングを実質的に被覆し
得る。加えて、第２の断熱材料は、構造空間内部に第２
の層を有し得る。第１の層は、圧縮されて、第２の層に
よって実質的に被覆され、第２の層は、構造空間内部の
クラッディングのうちの第２のクラッディングを実質的
に被覆する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　断熱製品であって、
　容器と、
　前記容器内部に第１の層を形成する第１の断熱材料と、
　前記容器内部に第２の層を形成する第２の断熱材料と、を備え、前記第１の層が、前記
第２の層によって圧縮される、断熱製品。
【請求項２】
　前記第１の断熱材料としては、圧縮性断熱材、有機材料、圧縮性鉱物材料、合成材料、
セルロース、繊維ガラス、ポリエステル繊維、ポリエチレン繊維、ガラスウール、ストー
ンウール、羊毛、木材繊維、綿、麻、亜麻、コルク、わら、羽毛、及び細断された再生布
のうちの少なくとも１つが挙げられる、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項３】
　前記第２の断熱材料としては、発泡体、噴霧発泡体、及び緩徐上昇噴霧発泡体のうちの
少なくとも１つが挙げられる、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項４】
　前記第２の断熱材料としては、イソシアネート、メチレンジフェニルジイソシアネート
（ＭＤＩ）、ポリオール樹脂、及びポリエーテルポリオールのうちの少なくとも１つが挙
げられる、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項５】
　前記第２の断熱材料が、少なくとも１つの市販の膨張発泡体を含む、請求項１に記載の
断熱製品。
【請求項６】
　前記第２の断熱材料が、前記断熱製品内に気密層を備える、請求項１に記載の断熱製品
。
【請求項７】
　前記気密層が、１インチの厚さに対して７５Ｐａで約０．００４Ｌ／（ｓ．ｍ２）未満
の空気透過率を備える、請求項９に記載の断熱製品。
【請求項８】
　前記第２の断熱材料が、約２透過率／インチ（ｐｅｒｍｓ／ｉｎｃｈ）以下の水蒸気透
過率を有する、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項９】
　前記第１の層が、前記第１の層と前記第２の層との間に少なくとも１つのライナ、フェ
ーシング、及びバリアを含む、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項１０】
　前記第１の断熱材料が、
　少なくとも約少なくとも約０．３５ｌｂ／ｆｔ３、かつ約２．８ｌｂ／ｆｔ３以下の非
圧縮密度と、
　少なくとも約０．６２ｌｂ／ｆｔ３、かつ約３ｌｂ／ｆｔ３以下の前記容器内部の圧縮
密度と、を備える、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項１１】
　前記第２の断熱材料が、少なくとも約０．２５ｌｂ／ｆｔ３、かつ約３ｌｂ／ｆｔ３以
下の密度を有する、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項１２】
　前記第１の断熱材料が、少なくとも約１０％、かつ約８０％以下まで圧縮される、請求
項１に記載の断熱製品。
【請求項１３】
　厚さ比（ＴＲ）が、前記第２の層（ＴＳ）の厚さに対する前記圧縮された第１の層（Ｔ
Ｆ）の厚さとして定義され、前記厚さ比（ＴＲ＝ＴＦ／ＴＳ）が、少なくとも約０．１、
かつ約０．９以下である、請求項１に記載の断熱製品。
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【請求項１４】
　前記第１の層が、前記容器の内側表面全体を実質的に被覆し、前記第２の層が、前記容
器の対向する内側表面全体を実質的に被覆し、前記第２の層が、前記第１の層の表面全体
を実質的に被覆して圧縮する、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項１５】
　前記第１の断熱材料が、
　少なくとも約Ｒ１０、かつ約Ｒ２５以下の非圧縮熱抵抗（Ｒ値）と、
　少なくとも約Ｒ１２、かつ約Ｒ３４以下の圧縮Ｒ値と、を含む、請求項１に記載の断熱
製品。

 
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　本発明は、概ね、断熱材に関し、特に、膨張発泡体によって圧縮された断熱材のための
システム、方法、及び装置に関する。
【０００２】
　建物のエネルギー効率を改善するための断熱材の使用はよく知られている。米国のエネ
ルギー規定の段階的変革は、より低い熱伝導率などのより良好な熱性能を有する断熱材料
を求めている。米国で使用される最も一般的な断熱製品は、繊維ガラスバット１１（図１
）などの繊維ガラス、及び独立気泡噴霧発泡体１３（図２）である。
【０００３】
　独立気泡発泡体は、繊維ガラスを上回る優れた気密性及び断熱性の両方を付与するが、
繊維ガラスよりもはるかに高価である。開放気泡発泡体は、開放気泡発泡体よりもはるか
に安価であるが、必要な気密性及び断熱性レベルを達成するためにはるかに大きい体積を
必要とする。独立気泡発泡体は高価であるため、断熱材業者は、通常、気密性のためにそ
れらの薄い層のみを使用し、安価な繊維ガラスでそれらの断熱材の導入を完成させる。
【０００４】
　規定ＩＥＣＣ２０１２では、現在、壁について以下の基準を求めている。気候帯３～５
では、Ｒ５の連続断熱材を有するスタッド間でＲ１３（ｈ．ｆｔ２．Ｆ／Ｂｔｕ）、また
は独立気泡発泡体のみで達成可能なスタッド間でＲ２０のいずれか。気候帯６～８につい
ては、垂木間でＲ２０及びＲ５の連続外部断熱材が容認されている。
【０００５】
　放射伝達を減少させるために密度を増加させなければならないため、高性能（すなわち
、低い熱伝導率を備える）断熱材を製造することが課題である。これにより、生産ライン
の速度が低減し、製品の圧縮が低減され大幅に低減される。例えば、Ｒ１１（１立方フィ
ート当たり密度１ポンド、つまりｌｂ／ｆｔ３を有する）製品は、１バッグ当たり１０倍
圧縮することができる。Ｒ１５製品（１．５ｌｂ／ｆｔ３）は、１バッグ当たり最大３倍
圧縮することができ、これは、より高い物流コスト、より少ない１バッグ当たりの製品数
、現場での操作の難しさを意味し、切断がより困難である。
【０００６】
　現在、Ｒ１６製品は、米国では生産されていない。Ｒ１６は、欧州で入手可能な最善の
繊維ガラス製品である。Ｒ１６は、３ｌｂ／ｆｔ３の非常に高い密度を有し、超伸縮性を
必要とするが、本質的に非圧縮性である。かかる製品が米国で入手可能であったとしても
、市場はＲ１６を得るためにＲ１５の２倍の価格を支払うことを嫌うであろう。これらの
土台が、断熱材の効果を規定要件以下に制限する可能性がある。このように、断熱材にお
ける改善が引き続き重要である。
【発明の概要】
【０００７】
　圧縮断熱材のためのシステム、方法、及び装置の実施形態を開示する。例えば、断熱製
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品は、容器と、容器内部に第１の層を形成する第１の断熱材料と、容器内部に第２の層を
形成する第２の断熱材料とを含み得、第１の層は、第２の層によって圧縮される。
【０００８】
　別の実施形態では、断熱製品を製造する方法は、容器を提供することと、容器の内側表
面上に第１の断熱材料の第１の層を導入することと、次いで、第２の断熱材料を膨張させ
て第１の層を圧縮するように、第１の層と容器の対向する内側表面との間に第２の断熱材
料の第２の層を導入することとを含み得る。
【０００９】
　代替の実施形態では、断熱製品を製造する方法は、建物内に構造を画定することであっ
て、構造が、スタッドと、スタッドに取り付けられたクラッディングと、スタッドとクラ
ッディングとの間の構造空間とを有する、画定することと、第１の断熱材料の第１の層を
導入し、構造空間のそれぞれのものの内部のクラッディングのうちの第１のクラッディン
グを実質的に被覆することと、次いで、第２の断熱材料を膨張させて第１の層を圧縮する
ように、第１の層と構造の対向するクラッディングとの間の構造空間内に第２の断熱材料
の第２の層を導入することとを含み得る。
【００１０】
　さらに別の実施形態では、建物内の構造は、スタッドと、スタッドの対向する側面に取
り付けられた第１及び第２のクラッディングと、スタッドと対向するクラッディングとの
間に画定された構造空間とを含み得る。第１の断熱材料は、構造空間上に第１の層を含み
、構造空間内部のクラッディングのうちの第１のクラッディングを実質的に被覆し得る。
加えて、第２の断熱材料は、構造空間内部に第２の層を有し得る。第１の層は、圧縮され
て、第２の層によって実質的に被覆され、第２の層は、構造空間内部のクラッディングの
うちの第２のクラッディングを実質的に被覆する。
【００１１】
　別の実施形態は、スタッドと、スタッドの対向する側面に取り付けられた第１及び第２
のクラッディングと、スタッドとクラッディングとの間に画定された構造空間とを有する
、建物内の構造を含み得る。２つの異なるタイプの断熱材を構造空間内に使用することが
でき、第２のタイプの断熱材が、第１のタイプの断熱材を圧縮する。加えて、構造の少な
くとも約８０％が、約０．１４Ｂｔｕ．ｉｎ／（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）～約０．２８Ｂｔｕ
．ｉｎの範囲の熱伝導率（λ）、約Ｒ１３～約Ｒ２２の範囲の熱抵抗（Ｒ値）、約３３ｄ
Ｂ～約４０ｄＢの範囲のノイズリダクションを備える音響特性、及び約０．０６３ｌｂ／
ｆｔ３～約１．８７ｌｂ／ｆｔ３の範囲の平均密度を含む仕様を満たす。
【００１２】
　これらの実施形態の前述及び他の目的ならびに利点は、添付の特許請求の範囲及び付随
の図面と併せて以下の詳細な説明を考慮すれば、当業者には明らかであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
　実施形態の特徴及び利点が獲得される仕方をより詳細に理解することができるように、
添付の図面に説明されている実施形態を参照することにより、より詳しい説明を得ること
ができる。しかしながら、図面は、いくつかの実施形態のみを説明している。したがって
、図面は、他の同等に有効な実施形態が存在し得るため、範囲を限定するものと考慮され
るべきではない。
【００１４】
【図１】家の中の従来の繊維ガラス断熱材の等角写真である。
【図２】家の中の従来の独立気泡噴霧発泡体断熱材の等角写真である。
【図３】圧縮断熱製品の一実施形態の概略部分断面等角図である。
【図４】内部に導入された断熱材の第１の層を有する開放された容器の一実施形態の等角
図である。
【図５Ａ】方法のステップの一実施形態の連続断面図である。
【図５Ｂ】方法のステップの一実施形態の連続断面図である。
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【図５Ｃ】方法のステップの一実施形態の連続断面図である。
【図５Ｄ】方法のステップの一実施形態の連続断面図である。
【図６】種々の実施形態の性能を説明するラーキン曲線（Ｌａｒｋｉｎ　ｃｕｒｖｅ）図
である。
【００１５】
　異なる図面における同じ参照符号の使用は、同様または同一の実施形態を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　圧縮断熱材のためのシステム、方法、及び装置の実施形態を開示する。例えば、図３に
示されるように、断熱製品２１は、可搬性の容器２３を含み得る。第１の断熱材料は、容
器２３内部に第１の層２５を形成し得る。第２の断熱材料は、容器内部に第２の層２７を
形成し得、第１の層は、第２の層によって圧縮される。いくつかの変形では、第１及び第
２の層２５、２７は、容器２３を実質的に充填する。
【００１７】
　断熱製品２１のいくつかの実施形態は、第１の層２５の中へ浸透しない第２の層２７を
含み得る。例えば、第１の層２５は、第１の層２５と第２の層２７との間に少なくとも１
つのライナ、フェーシング、及びバリア２９を含み得る。少なくとも１つのライナ、フェ
ーシング、及びバリア２９の変形は、紙、プラスチック、ガラスマット、及び高密度ガラ
スマットのうちの少なくとも１つを含み得る。少なくとも１つのライナ、フェーシング、
及びバリア２９は、第１の層２５と第２の層２７とを部分的にまたは完全に分離すること
ができる。
【００１８】
　一例では、第１の層２５は、容器２３の内側表面３１全体を実質的に被覆することがで
きる。第２の層２７は、容器２３の対向する内側表面３３全体を実質的に被覆することが
できる。第２の層２７は、第１の層２５の表面３５全体を実質的に被覆し圧縮することが
できる。
【００１９】
　他の実施形態では、第１の断熱材料は、１つ以上の材料を含み得る。例えば、第１の断
熱材料としては、圧縮性断熱材、有機材料、圧縮性鉱物材料、合成材料、セルロース、繊
維ガラス、ポリエステル繊維、ポリエチレン繊維、ガラスウール、ストーンウール、羊毛
、木材繊維、綿、麻、亜麻、コルク、わら、羽毛、及び細断された再生布のうちの少なく
とも１つが挙げられ得る。
【００２０】
　同様に、第２の断熱材料の実施形態は、１つ以上の材料を含み得る。例えば、第２の断
熱材料としては、発泡体、噴霧発泡体、独立気泡噴霧発泡体、及び緩徐上昇噴霧発泡体の
うちの少なくとも１つが挙げられ得る。一変形では、第２の断熱材料としては、イソシア
ネート、メチレンジフェニルジイソシアネート（ＭＤＩ）、ポリオール樹脂、及びポリエ
ーテルポリオールのうちの少なくとも１つが挙げられ得る。別の変形では、１つ以上の市
販の膨張発泡体材料を使用することができる。
【００２１】
　第２の断熱材料の実施形態は、断熱製品内に気密層を含み得る。気密層は、１インチの
厚さに対して７５Ｐａで約０．００４Ｌ／（ｓ．ｍ２）未満の空気透過率を含み得る。加
えてまたは代替的に、第２の断熱材料は、約２透過率／インチ（ｐｅｒｍｓ／ｉｎｃｈ）
以下の水蒸気透過率を有し得る。
【００２２】
　第２の断熱材料の他の例は、少なくとも約５ｘ、少なくとも約１０ｘ、少なくとも約２
０ｘ、少なくとも約５０ｘ、またはさらには少なくとも約１００ｘなど、少なくとも約２
ｘの膨張係数を含み得る。第２の断熱材料の他の変形は、約４００ｘ以下、約６００ｘ以
下、約８００ｘ以下、またはさらには約１０００ｘ以下など、約２００ｘ以下の膨張係数
を含み得る。第２の断熱材料の他の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間の範囲
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の膨張係数を有し得る。
【００２３】
　第１の断熱材料の実施形態は、第２の断熱材料よりも高い密度を有し得る。他の変形で
は、第２の断熱材料は、第１の断熱材料よりも高い密度を有し得る。
【００２４】
　いくつかの例では、第１の断熱材料は、非圧縮密度を有し得る。例えば、第１の断熱材
料は、少なくとも約０．３５ｌｂ／ｆｔ３の非圧縮密度を有し得る。他の変形では、第１
の断熱材料は、少なくとも約０．６２ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約０．７５ｌｂ／ｆｔ３

、少なくとも約０．９４ｌｂ／ｆｔ３、またはさらには少なくとも約１．２５ｌｂ／ｆｔ
３など、少なくとも約０．５ｌｂ／ｆｔ３の非圧縮密度を有し得る。他の例では、第１の
断熱材料は、約２．８ｌｂ／ｆｔ３以下の非圧縮密度を有し得る。さらに他の変形では、
第１の断熱材料は、約２．２ｌｂ／ｆｔ３以下、約１．８７ｌｂ／ｆｔ３以下、またはさ
らには約１．５６ｌｂ／ｆｔ３以下など、約２．５ｌｂ／ｆｔ３以下であり得る非圧縮密
度を有し得る。加えて、第１の断熱材料の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間
の範囲の非圧縮密度を有し得る。
【００２５】
　他の例では、第１の断熱材料は、圧縮密度を有し得る。例えば、第１の断熱材料は、少
なくとも約０．６２ｌｂ／ｆｔ３の圧縮密度（例えば、容器２３内部など）を有し得る。
他の変形では、第１の断熱材料は、少なくとも約０．９４ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約１
．２５ｌｂ／ｆｔ３、またはさらには少なくとも約１．５６ｌｂ／ｆｔ３など、少なくと
も約０．７５ｌｂ／ｆｔ３の圧縮密度を有し得る。他の変形では、第１の断熱材料は、約
３ｌｂ／ｆｔ３以下の圧縮密度を有し得る。第１の断熱材料はまた、約２．５ｌｂ／ｆｔ
３以下、約２．２ｌｂ／ｆｔ３以下、またはさらには約１．８７ｌｂ／ｆｔ３以下など、
約２．８ｌｂ／ｆｔ３以下の圧縮密度を有し得る。加えて、第１の断熱材料の実施形態は
、これらの値のうちのいずれかの間の範囲の圧縮密度を有し得る。
【００２６】
　第２の断熱材料の実施形態は、少なくとも約０．４ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約１ｌｂ
／ｆｔ３、少なくとも約１．５ｌｂ／ｆｔ３、またはさらには少なくとも約２ｌｂ／ｆｔ
３など、少なくとも約０．２５ｌｂ／ｆｔ３の密度を有し得る。他の変形では、第２の断
熱材料は、約４ｌｂ／ｆｔ３以下、約５ｌｂ／ｆｔ３以下、約６ｌｂ／ｆｔ３以下、また
はさらには約８ｌｂ／ｆｔ３以下など、約３ｌｂ／ｆｔ３以下の密度を有し得る。加えて
、第２の断熱材料の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間の範囲の密度を有し得
る。
【００２７】
　いくつかの変形では、第１の断熱材料を少なくとも約１０％まで圧縮することができる
。他の例では、第１の断熱材料を、少なくとも約３０％、少なくとも約４０％、またはさ
らには少なくとも約４５％など、少なくとも約２０％まで圧縮することができる。他の変
形では、第１の断熱材料を、約７５％以下、約７０％以下、約６５％以下、またはさらに
は約６０％以下など、約８０％以下まで圧縮することができる。加えて、第１の断熱材料
の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間の範囲で圧縮することができる。
【００２８】
　加えて、断熱製品は、第２の層（ＴＳ）の厚さに対する圧縮された第１の層（ＴＦ、図
３参照）の厚さとして定義され得る厚さ比（ＴＲ）を有し得る。例えば、厚さ比（ＴＲ＝
ＴＦ／ＴＳ）は、少なくとも約０．２、少なくとも約０．３、少なくとも約０．４、また
はさらには少なくとも約０．５など、少なくとも約０．１であり得る。他の変形では、厚
さ比は、約０．８以下、約０．７以下、またはさらには約０．６以下など、約０．９以下
であり得る。加えて、断熱製品の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間の範囲の
厚さ比を有し得る。
【００２９】
　第１の断熱材料の実施形態は、非圧縮熱抵抗（Ｒ値）を含み得る。例えば、第１の断熱
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材料は、少なくとも約Ｒ１１、少なくとも約Ｒ１２、少なくとも約Ｒ１３、少なくとも約
Ｒ１４、またはさらには少なくとも約Ｒ１５など、少なくとも約Ｒ１０の非圧縮Ｒ値を有
し得る。他の例では、第１の断熱材料は、約Ｒ２４以下、約Ｒ２３以下、約Ｒ２２以下、
約Ｒ２１以下、またはさらには約Ｒ２０以下など、約Ｒ２５以下の非圧縮Ｒ値を有し得る
。加えて、第１の断熱材料の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間の範囲の非圧
縮Ｒ値を有し得る。
【００３０】
　第１の断熱材料の他の実施形態は、圧縮Ｒ値を含み得る。例えば、第１の断熱材料は、
少なくとも約Ｒ１４、少なくとも約Ｒ１６、少なくとも約Ｒ１８、またはさらには少なく
とも約Ｒ２０など、少なくとも約Ｒ１２の圧縮Ｒ値を有し得る。他の変形では、第１の断
熱材料は、約Ｒ３２以下、約Ｒ３０以下、約Ｒ２８以下、またはさらには約Ｒ２６以下な
ど、約Ｒ３４以下の圧縮Ｒ値を有し得る。加えて、第１の断熱材料の実施形態は、これら
の値のうちのいずれかの間の範囲の圧縮Ｒ値を有し得る。
【００３１】
　第１の断熱材料の変形は、非圧縮熱伝導率（λ）を含み得る。例えば、第１の断熱材料
は、少なくとも約０．３０Ｂｔｕ．ｉｎ、少なくとも約０．２９Ｂｔｕ．ｉｎ、少なくと
も約０．２８Ｂｔｕ．ｉｎ、またはさらには少なくとも約０．２７Ｂｔｕ．ｉｎなど、少
なくとも約０．３１Ｂｔｕ．ｉｎ／（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）の非圧縮λを有し得る。第１の
断熱材料の他の変形は、約０．２６Ｂｔｕ．ｉｎ以下など、約０．２２Ｂｔｕ．ｉｎ以下
、約０．２３Ｂｔｕ．ｉｎ以下、約０．２４Ｂｔｕ．ｉｎ以下、約０．２５Ｂｔｕ．ｉｎ
以下の非圧縮λを含み得る。加えて、第１の断熱材料の実施形態は、これらの値のうちの
いずれかの間の範囲の非圧縮λを有し得る。
【００３２】
　第１の断熱材料の他の変形は、圧縮λを含み得る。例えば、第１の断熱材料は、少なく
とも約０．２９Ｂｔｕ．ｉｎ、少なくとも約０．２８Ｂｔｕ．ｉｎ、少なくとも約０．２
７Ｂｔｕ．ｉｎ、またはさらには少なくとも約０．２６Ｂｔｕ．ｉｎなど、少なくとも約
０．３１Ｂｔｕ．ｉｎ／（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）の圧縮λを有し得る。第１の断熱材料の他
の例は、約０．２３Ｂｔｕ．ｉｎ以下、約０．２４Ｂｔｕ．ｉｎ以下、約０．２５Ｂｔｕ
．ｉｎ以下、またはさらには約０．２６Ｂｔｕなど、約０．２２Ｂｔｕ．ｉｎ以下の圧縮
λを有し得る。加えて、第１の断熱材料の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間
の範囲の圧縮λを有し得る。
【００３３】
　第２の断熱材料の実施形態は、熱伝導率（λ）を同様に含み得る。例えば、第２の断熱
材料は、少なくとも約０．１７Ｂｔｕ．ｉｎ、またはさらには少なくとも約０．１６Ｂｔ
ｕ．ｉｎなど、少なくとも約０．１８Ｂｔｕ．ｉｎ／（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）のλを有し得
る。第２の断熱材料の代替の変形は、約０．１５Ｂｔｕ．ｉｎ以下、またはさらには約０
．１６Ｂｔｕ．ｉｎ以下など、約０．１４Ｂｔｕ．ｉｎ以下のλを有し得る。加えて、第
２の断熱材料の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間の範囲のλを有し得る。
【００３４】
　第２の断熱材料のいくつかの実施形態は、熱抵抗（経年変化後のＲ値）を含み得る。例
えば、第２の断熱材料は、少なくとも約Ｒ５／インチ、少なくとも約Ｒ５．５／インチ、
またはさらには少なくとも約Ｒ５．７５／インチなど、少なくとも約Ｒ４／インチの経変
変化後のＲ値を含み得る。第２の断熱材料の他の変形は、約Ｒ６．５／インチ以下、また
はさらには約Ｒ６．２５／インチ以下など、約Ｒ７／インチ以下の経年変化後のＲ値を有
し得る。加えて、第２の断熱材料の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間の範囲
の経年変化後のＲ値を有し得る。
【００３５】
　断熱製品の実施形態は、サイズまたは用途によって変化し得る全体的な経年変化後のＲ
値を含み得る。例えば、２ｘ４壁式スタッド用途のための断熱製品の変形は、少なくとも
約Ｒ１３、少なくとも約Ｒ１４、少なくとも約Ｒ１５、またはさらには少なくとも約Ｒ１
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６など、少なくとも約Ｒ１２の全体的な経年変化後のＲ値を有し得る。断熱製品の他の変
形は、約Ｒ２２以下、約Ｒ２１以下、約Ｒ２０以下、またはさらには約Ｒ１９以下など、
約Ｒ２３以下の全体的な経年変化後のＲ値を有し得る。加えて、断熱製品の実施形態は、
これらの値のうちのいずれかの間の範囲の全体的な経年変化後のＲ値を有し得る。
【００３６】
　２×６壁式スタッド用途のための断熱製品の実施形態は、少なくとも約Ｒ２３、少なく
とも約Ｒ２４、少なくとも約Ｒ２５、またはさらには少なくとも約Ｒ２６など、少なくと
も約Ｒ２２の全体的な経年変化後のＲ値を有し得る。２×６壁式スタッド用途のための断
熱製品の他の変形は、約Ｒ３５以下、約Ｒ３４以下、約Ｒ３３以下、またはさらには約Ｒ
３２以下など、約Ｒ３６以下の全体的な経年変化後のＲ値を有し得る。加えて、断熱製品
の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間の範囲の全体的な経年変化後のＲ値を有
し得る。
【００３７】
　断熱製品の一例は、建物の仕切りがいかにうまく空気伝播音を減衰させるかの整数評価
（ｉｎｔｅｇｅｒ　ｒａｔｉｎｇ）であるノイズリダクションまたは音伝達等級（ＳＴＣ
）評価を備える全体的な音響特性を有し得る。それは、内側の仕切り、天井／床、ドア、
窓、及び外壁構成を評価するために広く使用されている（ＡＳＴＭ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉ
ｏｎａｌのＣｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ　Ｅ４１３及びＥ９０参照）。断熱製品の実施
形態は、少なくとも約３４ｄＢ、少なくとも約３５ｄＢ、少なくとも約３６ｄＢ、または
さらには少なくとも約３７ｄＢなど、少なくとも約３３ｄＢのノイズリダクションを有し
得る。他の変形では、断熱製品は、約３９ｄＢ以下、またはさらには約４０ｄＢ以下など
、約３８ｄＢ以下のノイズリダクションを有し得る。加えて、断熱製品の実施形態は、こ
れらの値のうちのいずれかの間の範囲の全体的なノイズリダクションを有し得る。
【００３８】
　いくつかの実施形態では、断熱製品２１のための容器２３は、少なくとも１つの材料を
含み得る。例えば、容器２３は、天然材料、合成材料、ボード、木材、石膏、硬質断熱材
、配向性ストランドボード（ＯＳＢ）、合板、及びパーティクルボードのうちの１つ以上
を含み得る。
【００３９】
　他の例では、容器２３は、少なくとも約２０ｌｂｆ、少なくとも約３０ｌｂｆ、少なく
とも約４０ｌｂｆ、少なくとも約５０ｌｂｆ、またはさらには少なくとも約６０ｌｂｆな
ど、少なくとも約１０ｌｂｆの曲げ強度（例えば、ＡＳＴＭ　Ｃ４７３　Ｍｅｔｈｏｄ　
Ａによる）を含み得る。他の変形では、容器２３は、約２００ｌｂｆ以下、約１７５ｌｂ
ｆ以下、約１５０ｌｂｆ以下、約１２５ｌｂｆ以下、またはさらには約１００ｌｂｆ以下
など、約３００ｌｂｆ以下の曲げ強度を有し得る。加えて、容器の実施形態は、これらの
値のうちのいずれかの間の範囲の曲げ強度を有し得る。
【００４０】
　一例では、容器２３は、長方形の箱であり得る。例えば、長方形の箱は、少なくとも約
３フィート、少なくとも約５フィート、少なくとも約７フィート、またはさらには少なく
とも約９フィートなど、少なくとも約１フィートの長さＬを含み得る。箱の他の変形は、
約２４フィート以下、約１６フィート以下、約１４フィート以下、またはさらには約１２
フィート以下など、約３６フィート以下の長さＬを有し得る。加えて、箱の実施形態は、
これらの値のうちのいずれかの間の範囲の長さを有し得る。
【００４１】
　別の例では、容器２３または箱は、少なくとも約８インチ、少なくとも約１０インチ、
少なくとも約１２インチ、またはさらには少なくとも約１４インチなど、少なくとも約６
インチの幅Ｗを含み得る。他の変形は、約２０インチ以下、約２４インチ以下、約２８イ
ンチ以下、約３２インチ以下、約３６以下など、約４０インチ以下、約４４インチ以下、
またはさらには約４８インチ以下など、約１６インチ以下の幅Ｗを有し得る。箱のさらに
他の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの間の範囲の幅を有し得る。
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【００４２】
　容器２３または箱の他の例は、少なくとも約３．５インチ、少なくとも約４インチ、ま
たはさらには少なくとも約４．５インチなど、少なくとも約３インチの深さＤを含み得る
。箱のいくつかの変形は、約５．５インチ以下、またはさらには約６インチ以下など、約
５インチ以下の深さＤを有し得る。箱の他の実施形態は、これらの値のうちのいずれかの
間の範囲の深さを有し得る。
【００４３】
　さらに別の例では、第１の層２５を実質的に均一にすることができ、第２の層２７を実
質的に均一にすることができる。各層２５、２７は、表面の最大粗さの観点から特徴付け
られ得る平坦性を有し得る。例えば、Ｒｍａｘは、表面テクスチャの最も高い山頂の頂部
から最も低い谷底の底部までの測定距離として定義され得る。第１及び第２の層２５、２
７の表面について、Ｒｍａｘは、少なくとも約０．１６インチ、少なくとも約０．２４イ
ンチ、少なくとも約０．３１インチ、またはさらには少なくとも約０．３９インチなど、
少なくとも約０．０８インチであり得る。他の変形では、Ｒｍａｘは、約０．７１インチ
以下、約０．６３インチ以下、約０．５５インチ以下、またはさらには約０．４７インチ
以下など、約０．７９インチ以下であり得る。加えて、層の実施形態は、これらの値のう
ちのいずれかの間の範囲のＲｍａｘを有し得る。
【００４４】
　いくつかの実施形態では、容器２３（図３）を本質的に任意の長さＬに切断することが
でき、かつ容器２３を実質的に任意の幅Ｗに切断することができる。しかしながら、断熱
材の層２５、２７の厚さ及び性能がかかる切断によって影響を受けるため、容器２３の厚
さを深さ方向Ｄに切断すべきではない。
【００４５】
　断熱製品を製造する方法の実施形態は、現場で、または現場で使用する前に事前製造方
法として実施され得る。例えば、方法は、容器２３を提供することと、容器２３の内側表
面３１上に第１の断熱材料の第１の層２５（図４）を導入することと、次いで、第２の断
熱材料を膨張させて第１の層２５を圧縮するように、第１の層２５と容器２３の対向する
内側表面３３との間に第２の断熱材料の第２の層２７（図３）を導入することとを含み得
る。
【００４６】
　方法の一例では、容器２３を第２のステップ中に開けることができ（図４）、容器２３
を第３のステップ中に閉じることができる（図３）。方法の別の例では、容器２３は、単
一の開口３７を有し得、第３のステップは、単一の開口３７を通して第２の断熱材料を注
入することを含み得る。方法のさらに別の例では、容器２３は、複数の開口３７を含み得
、第３のステップは、複数の開口３７のすべてを通して第２の断熱材料を同時に注入する
ことを含み得る。方法の第３のステップの実施形態は、イソシアネートとポリオール樹脂
とを混合することを含み得る。方法のさらに他の実施形態は、容器２３を所望の長さＬに
切断するステップ、及び容器２３を所望の幅Ｗに切断するステップのうちの少なくとも１
つをさらに含み得るが、容器２３を深さ方向Ｄに切断するステップは含まない。
【００４７】
　別の実施形態では、新しい所定位置に建物を建設するための断熱製品を製造する方法が
実施され得る。例えば、方法の一実施形態は、構造５１（図５Ａ）を建物内に画定するこ
とを含み得る。構造５１は、スタッド５３と、スタッド５３に取り付けられたクラッディ
ング５５、５７と、スタッド５３とクラッディング５５、５７との間の構造空間５９とを
含み得、第１の断熱材料の第１の層２５を導入し、構造空間５９のそれぞれのものの内部
のクラッディング５５（図５Ｂ）のうちの第１のクラッディングを実質的に被覆すること
と、次いで、第２の断熱材料が膨張（図５Ｄ）して第１の層２５を圧縮するように、第１
の層２５と構造５１の対向するクラッディング５７との間の構造空間５９内に第２の断熱
材料の第２の層２７（図５Ｃ）を導入することとを含み得る。
【００４８】
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　方法の他の実施形態では、構造空間５９を第２のステップ中に開いたままにすることが
でき（図４に類似）、構造空間５９を第３のステップ中に閉じることができる（図３に類
似）。別の例では、クラッディング５５のうちの第１のクラッディングは、内側のクラッ
ディングであり得、クラッディング５７のうちの第２のクラッディングは、外側のクラッ
ディングであり得、第２のステップは、第１の層２５を建物の内側に隣接して導入するこ
とを含み得、第３のステップは、第２の層２７を建物の外側に隣接して導入することを含
み得る。方法の別の例では、構造５１は、床空間を有する床、壁空間を有する壁、天井空
間を有する天井、及び屋根空間を有する屋根のうちの少なくとも１つであり得る。
【００４９】
　建物内の構造の実施形態は、スタッドと、スタッドの対向する側面に取り付けられた第
１及び第２のクラッディングと、スタッドと対向するクラッディングとの間に画定された
構造空間とを含み得る。第１の断熱材料は、構造空間上に第１の層を含み、構造空間内部
のクラッディングのうちの第１のクラッディングを実質的に被覆し得る。加えて、第２の
断熱材料は、構造空間内部に第２の層を含み得、第１の層は、圧縮され、第２の層によっ
て実質的に被覆され、第２の層は、構造空間内部のクラッディングのうちの第２のクラッ
ディングを実質的に被覆する。構造の一例は、壁空間を有する壁、天井空間を有する天井
、及び屋根空間を有する屋根のうちの少なくとも１つであり得る。
【００５０】
　建物内の構造の他の実施形態は、スタッドと、スタッドの対向する側面に取り付けられ
た第１及び第２のクラッディングと、スタッドと対向するクラッディングとの間に画定さ
れた構造空間とを含み得、任意選択で、２つの異なるタイプの断熱材を構造空間内に含み
得、第２のタイプの断熱材は、第１のタイプの断熱材を圧縮する。加えて、構造の少なく
とも約８０％は、約０．１４Ｂｔｕ．ｉｎ／（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）～約０．２８Ｂｔｕ．
ｉｎの範囲の熱伝導率（λ）、約Ｒ１３～約Ｒ２２の範囲の熱抵抗（Ｒ値）、約３３ｄＢ
～約４０ｄＢの範囲のノイズリダクションを備える音響特性、及び約０．６３ｌｂ／ｆｔ
３～約１．８７ｌｂ／ｆｔ３の範囲の平均密度を備える仕様を満たし得る。
【００５１】
　システムのさらに他の実施形態は、断熱される空洞、可撓性の圧縮性断熱材部分、及び
膨張圧縮断熱材部分を含み得る。膨張部分が展開されると、圧縮性部分は、体積が低減し
、より高い密度へと進み、それによってその熱抵抗値が改善される。別の変形では、第１
及び第２の断熱材料の両方を圧縮することができる。例えば、圧縮の一部が開放気泡発泡
体と同様に繊維ガラスによって共有されるように、開放気泡発泡体を繊維ガラスと共に空
洞内に注入することができる。加えて、第２の材料としては、吹き繊維ガラスなどのセル
ロースの形態が挙げられ得る。
【実施例】
【００５２】
　第１の例では、ワシントン州レイクウッドのＳｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，
Ｉｎｃ．より入手可能な製品ＳＰＩ　Ｐｏｕｒ　Ｅｎｖｅｌｏ　ＳＦＣ　Ｉ　２．０　Ｃ
Ｇ独立気泡発泡体を使用して、Ｒ１１（８．５ｋｇ／ｍ３）～Ｒ１５（２２ｋｇ／ｍ３）
までの異なる密度（圧縮前）で繊維ガラス断熱材の第１の層を圧縮した。１平方フィート
当たり２オンスの注入発泡体を３．５インチの厚さを有する空洞内に使用した場合、発泡
体の拡大は、第１の層の圧縮厚さの偏差によって比較的不均一であった。例えば、非圧縮
断熱材の１インチは、圧縮厚さが０．５インチから約２インチまで変化した。繊維の第１
の層の一部は、熱伝導率に大きな影響を与えるのに十分には圧縮されなかった（約３．５
インチから２．５インチまで）。
【００５３】
　１平方フィート当たり３．５オンス（これは、注入発泡体を破裂させずに３．５インチ
の空洞内に追加することができる最大量）の注入発泡体を使用した例では、発泡体は、約
２．５インチまで均一に拡大し、第１の層の繊維を３．５インチから１インチまで圧縮し
た。しかしながら、第１の層内のＲ１３及びＲ１５については、圧縮が高すぎ、空気、ガ
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ラス、及び放射の影響を説明するラーキン曲線（図６）の固体伝導部分ゆえに圧縮の利点
が失われている。ラーキン曲線は、より高い密度が望ましくないより高い固体伝導をもた
らし、最適性能が約４０ｋｇ／ｍ３であったことを示している。
【００５４】
　Ｒ１１（これは、Ｒ１３及びＲ１５よりもはるかに軽い）が第１の層内で使用された例
では、圧縮は、３．５インチ～１インチの厚さに相当する約８～約２８ｋｇ／ｍ３の範囲
であった。３．５インチの空洞内における１００％注入発泡体の使用は、Ｒ２０を有する
最終製品を生み出した。対照的に、１００％Ｒ１１の使用（第２の層なし）は、明らかに
、安価であるが性能が乏しいＲ１１の最終製品をもたらした。しかしながら、Ｒ１８の最
終製品は、７０％発泡体の第２の層及び３０％繊維ガラスの第１の層で製造される。
【００５５】
　他の変形は、以下の実施形態のうちの１つ以上を含み得る。
【００５６】
　実施形態１。断熱製品であって、
　　容器と、
　　容器内部に第１の層を形成する第１の断熱材料と、
　　容器内部に第２の層を形成する第２の断熱材料と、を備え、第１の層が、第２の層に
よって圧縮される、断熱製品。
【００５７】
　実施形態２。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１及び第２の
層が、容器を実質的に充填する、断熱製品。
【００５８】
　実施形態３。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１の断熱材料
が、第２の断熱材料よりも高い密度を有する、断熱製品。
【００５９】
　実施形態４。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材料
が、第１の断熱材料よりも高い密度を有する、断熱製品。
【００６０】
　実施形態５。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１の断熱材料
としては、圧縮性断熱材、有機材料、圧縮性鉱物材料、合成材料、セルロース、繊維ガラ
ス、ポリエステル繊維、ポリエチレン繊維、ガラスウール、ストーンウール、羊毛、木材
繊維、綿、麻、亜麻、コルク、わら、羽毛、及び細断された再生布のうちの少なくとも１
つが挙げられる、断熱製品。
【００６１】
　実施形態６。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材料
としては、発泡体、噴霧発泡体、及び緩徐上昇噴霧発泡体のうちの少なくとも１つが挙げ
られる、断熱製品。
【００６２】
　実施形態７。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材料
としては、イソシアネート、メチレンジフェニルジイソシアネート（ＭＤＩ）、ポリオー
ル樹脂、及びポリエーテルポリオールのうちの少なくとも１つが挙げられる、断熱製品。
【００６３】
　実施形態８。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材料
が、少なくとも１つの市販の膨張発泡体を含む、断熱製品。
【００６４】
　実施形態９。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材料
が、断熱製品内に気密層を備える、断熱製品。
【００６５】
　実施形態１０。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、気密層が、１
インチの厚さに対して７５Ｐａで約０．００４Ｌ／（ｓ．ｍ２）未満の空気透過率を備え
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る、断熱製品。
【００６６】
　実施形態１１。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材
料が、約２透過率／インチ（ｐｅｒｍｓ／ｉｎｃｈ）以下の水蒸気透過率を有する、断熱
製品。
【００６７】
　実施形態１２。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１の層が、
第１の層と第２の層との間に少なくとも１つのライナ、フェーシング、及びバリアを含む
、断熱製品。
【００６８】
　実施形態１３。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、少なくとも１
つのライナ、フェーシング、及びバリアとしては、紙、プラスチック、ガラスマット、及
び高密度ガラスマットのうちの少なくとも１つが挙げられる、断熱製品。
【００６９】
　実施形態１４。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の層が、
第１の層の中へ浸透しない、断熱製品。
【００７０】
　実施形態１５。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材
料としては、独立気泡噴霧発泡体が挙げられる、断熱製品。
【００７１】
　実施形態１６。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１の断熱材
料が、
　少なくとも約少なくとも約０．３５ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約０．５ｌｂ／ｆｔ３、
少なくとも約０．６２ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約０．７５ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約
０．９４ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約１．２５ｌｂ／ｆｔ３、かつ約２．８ｌｂ／ｆｔ３

以下、約２．５ｌｂ／ｆｔ３以下、約２．２ｌｂ／ｆｔ３以下、約１．８７ｌｂ／ｆｔ３

以下、約１．５６ｌｂ／ｆｔ３以下の非圧縮密度と、
　少なくとも約０．６２ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約０．７５ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも
約０．９４ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約１．２５ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約１．５６ｌ
ｂ／ｆｔ３、かつ約３ｌｂ／ｆｔ３以下、約２．８ｌｂ／ｆｔ３以下、約２．５ｌｂ／ｆ
ｔ３以下、約２．２ｌｂ／ｆｔ３以下、約１．８７ｌｂ／ｆｔ３以下の容器内部の圧縮密
度とを備える、断熱製品。
【００７２】
　実施形態１７。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材
料が、少なくとも約０．２５ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約０．４ｌｂ／ｆｔ３、少なくと
も約１ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約１．５ｌｂ／ｆｔ３、少なくとも約２ｌｂ／ｆｔ３、
約３ｌｂ／ｆｔ３以下、約４ｌｂ／ｆｔ３以下、約５ｌｂ／ｆｔ３以下、約６ｌｂ／ｆｔ
３以下、約８ｌｂ／ｆｔ３以下の密度を有する、断熱製品。
【００７３】
　実施形態１８。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１の断熱材
料が、少なくとも約１０％、少なくとも約２０％、少なくとも約３０％、少なくとも約４
０％、少なくとも約４５％、かつ約８０％以下、約７５％以下、約７０％以下、約６５％
以下、約６０％以下まで圧縮される、断熱製品。
【００７４】
　実施形態１９。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、厚さ比（ＴＲ
）が、第２の層（ＴＳ）の厚さに対する圧縮された第１の層（ＴＦ）の厚さとして定義さ
れ、厚さ比（ＴＲ＝ＴＦ／ＴＳ）が、少なくとも約０．１、少なくとも約０．２、少なく
とも約０．３、少なくとも約０．４、少なくとも約０．５、かつ約０．９以下、約０．８
以下、約０．７以下、約０．６以下である、断熱製品。
【００７５】
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　実施形態２０。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１の層が、
容器の内側表面全体を実質的に被覆し、第２の層が、容器の対向する内側表面全体を実質
的に被覆し、第２の層が、第１の層の表面全体を実質的に被覆して圧縮する、断熱製品。
【００７６】
　実施形態２１。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１の断熱材
料が、
　少なくとも約Ｒ１０、少なくとも約Ｒ１１、少なくとも約Ｒ１２、少なくとも約Ｒ１３
、少なくとも約Ｒ１４、少なくとも約Ｒ１５、かつ約Ｒ２５以下、約Ｒ２４以下、約Ｒ２
３以下、約Ｒ２２以下、約Ｒ２１以下、約Ｒ２０以下の非圧縮熱抵抗（Ｒ値）と、
　少なくとも約Ｒ１２、少なくとも約Ｒ１４、少なくとも約Ｒ１６、少なくとも約Ｒ１８
、少なくとも約Ｒ２０、かつ約Ｒ３４以下、約Ｒ３２以下、約Ｒ３０以下、約Ｒ２８以下
、約Ｒ２６の圧縮Ｒ値とを備える、断熱製品。
【００７７】
　実施形態２２。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１の断熱材
料が、
　少なくとも約０．３１Ｂｔｕ．ｉｎ／（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、少なくとも約０．３０Ｂ
ｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、少なくとも約０．２９Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．
Ｆ）、少なくとも約０．２８Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、少なくとも約０．２７
Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、かつ約０．２２Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）
以下、約０．２３Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下、約０．２４Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆ
ｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下、約０．２５Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下、約０．２６
Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下の非圧縮熱伝導率（λ）と、
　少なくとも約０．３１Ｂｔｕ．ｉｎ／（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、少なくとも約０．３０Ｂ
ｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、少なくとも約０．２９Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．
Ｆ）、少なくとも約０．２８Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、少なくとも約０．２７
Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、かつ約０．２１Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）
以下、約０．２２Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下、約０．２３Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆ
ｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下、約０．２４Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下、約０．２５
Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下の圧縮熱伝導率（λ）とを備える、断熱製品。
【００７８】
　実施形態２３。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材
料が、少なくとも約０．１８Ｂｔｕ．ｉｎ／（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、少なくとも約０．１
７Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）、少なくとも約０．１６Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈ
ｒ．Ｆ）、かつ約０．１４Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下、約０．１５Ｂｔｕ．
ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下、約０．１６Ｂｔｕ．ｉｎ（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）以下の熱
伝導率（λ）を備える、断熱製品。
【００７９】
　実施形態２４。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材
料が、少なくとも約Ｒ４／インチ、少なくとも約Ｒ５／インチ、少なくとも約Ｒ５．５／
インチ、少なくとも約Ｒ５．７５／インチ、かつ約Ｒ７／インチ以下、約Ｒ６．５／イン
チ以下、約Ｒ６．２５／インチ以下の熱抵抗（経年変化後のＲ値）を備える、断熱製品。
【００８０】
　実施形態２５。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、断熱製品が、
少なくとも約Ｒ１２、少なくとも約Ｒ１３、少なくとも約Ｒ１４、少なくとも約Ｒ１５、
少なくとも約Ｒ１６、かつ約Ｒ２３以下、約Ｒ２２以下、約Ｒ２１以下、約Ｒ２０以下、
約Ｒ１９以下の全体的な熱抵抗（経年変化後のＲ値）を備える、断熱製品。
【００８１】
　実施形態２６。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、断熱製品が、
少なくとも約Ｒ２２、少なくとも約Ｒ２３、少なくとも約Ｒ２４、少なくとも約Ｒ２５、
少なくとも約Ｒ２６、かつ約Ｒ３６以下、約Ｒ３５以下、約Ｒ３４以下、約Ｒ３３以下、
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約Ｒ３２以下の全体的な熱抵抗（経年変化後のＲ値）を備える、断熱製品。
【００８２】
　実施形態２７。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、断熱製品が、
少なくとも約３３ｄＢ、少なくとも約３４ｄＢ、少なくとも約３５ｄＢ、少なくとも約３
６ｄＢ、少なくとも約３７ｄＢ、かつ３８ｄＢ以下、約３９ｄＢ以下、約４０ｄＢ以下の
ノイズリダクションまたは音伝達等級（ＳＴＣ）評価を備える全体的な音響特性を有する
、断熱製品。
【００８３】
　実施形態２８。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、容器は、天然
材料、合成材料、ボード、木材、石膏、硬質断熱材、配向性ストランドボード（ＯＳＢ）
、合板、及びパーティクルボードのうちの少なくとも１つを含む、断熱製品。
【００８４】
　実施形態２９。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材
料が、少なくとも約２ｘ、少なくとも約５ｘ、少なくとも約１０ｘ、少なくとも約２０ｘ
、少なくとも約５０ｘ、少なくとも約１００ｘ、約２００ｘ以下、約４００ｘ以下、約６
００ｘ以下、約８００ｘ以下、約１０００ｘ以下の膨張係数を備える、断熱製品。
【００８５】
　実施形態３０。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、容器が、少な
くとも約１０ｌｂｆ、少なくとも約２０ｌｂｆ、少なくとも約３０ｌｂｆ、少なくとも約
４０ｌｂｆ、少なくとも約５０ｌｂｆ、少なくとも約６０ｌｂｆ、かつ約３００ｌｂｆ以
下、約２００ｌｂｆ以下、約１７５ｌｂｆ以下、約１５０ｌｂｆ以下、約１２５ｌｂｆ以
下、約１００ｌｂｆ以下の曲げ強度を備える、断熱製品。
【００８６】
　実施形態３１。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、容器が、可搬
性である、断熱製品。
【００８７】
　実施形態３２。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、容器が、長方
形の箱である、断熱製品。
【００８８】
　実施形態３３。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、長方形の箱が
、
　少なくとも約１フィート、少なくとも約３フィート、少なくとも約５フィート、少なく
とも約７フィート、少なくとも約９フィート、かつ約３６フィート以下、約２４フィート
以下、約１６フィート以下、約１４フィート以下、約１２フィート以下の長さ、
　少なくとも約６インチ、少なくとも約８インチ、少なくとも約１０インチ、少なくとも
約１２インチ、少なくとも約１４インチ、かつ約１６インチ以下、約２０インチ以下、約
２４インチ以下、約２８インチ以下、約３２インチ以下、約３６インチ以下、約４０イン
チ以下、約４４インチ以下、約４８インチ以下の幅、及び
　少なくとも約３インチ、少なくとも約３．５インチ、少なくとも約４インチ、少なくと
も約４．５インチ、かつ約５インチ以下、約５．５インチ以下、約６インチ以下の深さの
うちの少なくとも１つを備える、断熱製品。
【００８９】
　実施形態３４。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第１の層が、
実質的に均一であり、第２の層が、実質的に均一であり、各層が、少なくとも約０．０８
インチ、少なくとも約０．１６インチ、少なくとも約０．２４インチ、少なくとも約０．
３１インチ、少なくとも約０．３９インチ、かつ約０．７９インチ以下、約０．７１イン
チ以下、約０．６３インチ以下、約０．５５インチ以下、約０．４７インチ以下の平坦性
（Ｒｍａｘ）を有する、断熱製品。
【００９０】
　実施形態３５。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、容器を長さ方
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向に切断することができ、容器を幅方向に切断することができるが、容器を深さ方向に切
断することはできない、断熱製品。
【００９１】
　実施形態３６。これらの実施形態のうちのいずれかの断熱製品であって、第２の断熱材
料もまた圧縮される、断熱製品。
【００９２】
　実施形態３７。断熱製品を製造する方法であって、
　（ａ）容器を提供することと、
　（ｂ）容器の内側表面上に第１の断熱材料の第１の層を導入することと、次いで、
　（ｃ）第２の断熱材料を膨張させて第１の層を圧縮するように、第１の層と容器の対向
する内側表面との間に第２の断熱材料の第２の層を導入することとを含む、方法。
【００９３】
　実施形態３８。これらの実施形態のうちのいずれかの方法であって、容器が、ステップ
（ｂ）中に開けられ、容器が、ステップ（ｃ）中に閉じられる、方法。
【００９４】
　実施形態３９。これらの実施形態のうちのいずれかの方法であって、容器が、単一の開
口を有し、ステップ（ｃ）が、単一の開口を通して第２の断熱材料を注入することを含む
、方法。
【００９５】
　実施形態４０。これらの実施形態のうちのいずれかの方法であって、容器が、複数の開
口を有し、ステップ（ｃ）が、複数の開口のすべてを通して第２の断熱材料を同時に注入
することを含む、方法。
【００９６】
　実施形態４１。これらの実施形態のうちのいずれかの方法であって、ステップ（ｃ）が
、イソシアネートとポリオール樹脂とを混合することを含む、方法。
【００９７】
　実施形態４２。これらの実施形態のうちのいずれかの方法であって、容器を長さ方向に
切断するステップ、及び容器を幅方向に切断するステップのうちの少なくとも１つをさら
に含むが、容器を深さ方向に切断するステップは含まない、方法。
【００９８】
　実施形態４３。断熱製品を製造する方法であって、
　（ａ）建物内に構造を画定することであって、構造が、スタッドと、スタッドに取り付
けられたクラッディングと、スタッドとクラッディングとの間の構造空間とを有する、画
定することと、
　（ｂ）第１の断熱材料の第１の層を導入し、構造空間のそれぞれのものの内部のクラッ
ディングのうちの第１のクラッディングを実質的に被覆することと、次いで、
　（ｃ）第２の断熱材料を膨張させて第１の層を圧縮するように、第１の層と構造の対向
するクラッディングとの間の構造空間内に第２の断熱材料の第２の層を導入することとを
含む、方法。
【００９９】
　実施形態４４。これらの実施形態のうちのいずれかの方法であって、構造空間が、ステ
ップ（ｂ）中に開けられ、構造空間が、ステップ（ｃ）中に閉じられる、方法。
【０１００】
　実施形態４５。これらの実施形態のうちのいずれかの方法であって、クラッディングの
うちの第１のクラッディングが、内側のクラッディングであり、クラッディングのうちの
第２のクラッディングが、外側のクラッディングであり、ステップ（ｂ）が、第１の層を
建物の内側に隣接して導入することを含み、ステップ（ｃ）が、第２の層を建物の外側に
隣接して導入することを含む、方法。
【０１０１】
　実施形態４６。これらの実施形態のうちのいずれかの方法であって、クラッディングの
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うちの第１のクラッディングが、外側のクラッディングであり、クラッディングのうちの
第２のクラッディングが、内側のクラッディングであり、ステップ（ｂ）が、第１の層を
建物の外側に隣接して導入することを含み、ステップ（ｃ）が、第２の層を建物の内側に
隣接して導入することを含む、方法。
【０１０２】
　実施形態４７。これらの実施形態のうちのいずれかの方法であって、構造が、壁空間を
有する壁、天井空間を有する天井、及び屋根空間を有する屋根のうちの少なくとも１つで
ある、方法。
【０１０３】
　実施形態４８。建物内の構造であって、
　　スタッドと、スタッドの対向する側面に取り付けられた第１及び第２のクラッディン
グと、スタッドと対向するクラッディングとの間に画定された構造空間、
　　構造空間上に第１の層を備え、構造空間内部のクラッディングのうちの第１のクラッ
ディングを実質的に被覆する第１の断熱材料、ならびに
　　構造空間内部に第２の層を備え、第１の層が、圧縮され、第２の層によって実質的に
被覆され、第２の層が、構造空間内部のクラッディングのうちの第２のクラッディングを
実質的に被覆する第２の断熱材料を備える、構造。
【０１０４】
　実施形態４９。これらの実施形態のうちのいずれかの構造であって、構造が、床空間を
有する床、壁空間を有する壁、天井空間を有する天井、及び屋根空間を有する屋根のうち
の少なくとも１つである、構造。
【０１０５】
　実施形態５０。建物内の構造であって、
　スタッドと、スタッドの対向する側面に取り付けられた第１及び第２のクラッディング
と、スタッドとクラッディングとの間に画定された構造空間、ならびに
　構造空間内の２つの異なるタイプの断熱材であって、第２のタイプの断熱材が、第１の
タイプの断熱材を圧縮する、断熱材を備え、
　構造の少なくとも約８０％が、
　約０．１４Ｂｔｕ．ｉｎ／（ｆｔ２．ｈｒ．Ｆ）～約０．２８Ｂｔｕ．ｉｎの範囲の熱
伝導率（λ）、
　約Ｒ１３～約Ｒ２２の範囲の熱抵抗（Ｒ値）、
　約３３ｄＢ～約４０ｄＢの範囲のノイズリダクションを備える音響特性、及び
　約０．０６３ｌｂ／ｆｔ３～約１．８７ｌｂ／ｆｔ３の範囲の平均密度を備える仕様を
満たす、構造。
【０１０６】
　実施形態５１。これらの実施形態のうちのいずれかの構造であって、構造が、床空間を
有する床、壁空間を有する壁、天井空間を有する天井、及び屋根空間を有する屋根のうち
の少なくとも１つである、構造。
【０１０７】
　この記述の説明は、例を使用して、最善の状態を含む実施形態を開示し、かつまた当業
者が本発明を作成し使用することを可能にする。特許可能な範囲は、特許請求の範囲によ
って定義され、当業者が思い付く他の例を含み得る。かかる他の例は、それらが特許請求
の範囲の文字どおりの言葉と異ならない構造上の要素を有する場合、またはそれらが特許
請求の範囲の文字どおりの言葉との実質的な相違がない同等の構造上の要素を含む場合、
特許請求の範囲内にあることが意図される。
【０１０８】
　概要または実施例において上で説明したすべての活動が必要であるとは限らず、特定の
活動の一部分が必要でなくてもよく、また、それらの説明された活動に加えて１つ以上の
さらなる活動が実施されてもよいことに留意されたい。またさらに、活動が列挙される順
序は、必ずしもそれらが実施される順序ではない。
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　前述の明細書では、概念を特定の実施形態に関して説明した。しかしながら、下の特許
請求の範囲に記載の本発明の範囲から逸脱することなく、種々の修正及び変更がなされて
もよいことが、当業者に理解される。したがって、本明細書及び図面は、限定的な意味で
はなく例示的な意味で考慮されるべきであり、かかる修正のすべては、本発明の範囲内に
含まれることが意図される。
【０１１０】
　本明細書で使用されるとき、用語「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｅｓ）」、「備えている（
ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」、「含む（ｉｎｃｌｕｄｅｓ）」、「含んでいる（ｉｎｃｌｕ
ｄｉｎｇ）」、「有する（ｈａｓ）」、「有している（ｈａｖｉｎｇ）」、またはそれら
の任意の他の変形は、非排他的な包含を網羅することが意図される。例えば、特徴の列挙
を含むプロセス、方法、物品、または装置は、必ずしもそれらの特徴だけに限定されるも
のではなく、明示的に列挙されていないか、またはかかるプロセス、方法、物品、もしく
は装置に固有の他の特徴を含み得る。さらに、逆のことが明確に明示されていない限り、
「または」は、包括的な「または」であり、排他的な「または」でないことを意味する。
例えば、条件ＡまたはＢは、Ａが真であり（または存在し）Ｂが偽である（または存在し
ない）、Ａが偽であり（または存在せず）Ｂが真である（または存在する）、ならびにＡ
及びＢの両方が真である（または存在する）のうちのいずれか１つによって満たされる。
【０１１１】
　また、「ａ」または「ａｎ」の使用は、本明細書に記載の要素及び構成要素を説明する
ために用いられる。これは、便宜上のためだけであり、本発明の範囲の全体的な意味を付
与するためのものである。この説明は、１つまたは少なくとも１つを含むように読み取ら
れるべきであり、単数形はまた、それが別様に意味付けられていることが明白でない限り
、複数形も含む。
【０１１２】
　利益、他の利点、及び問題に対する解決策は、特定の実施形態に関して上に記載されて
いる。しかしながら、利益、利点、問題に対する解決策、及び任意の利益、利点、または
解決策を発生またはより顕在化させ得る任意の特徴（複数可）は、特許請求の範囲のいず
れかまたはすべての重要な、必要な、または本質的な特徴として解釈されるべきではない
。
【０１１３】
　本明細書を読んだ後、明確にするために、別個の実施形態の文脈において本明細書に記
載されているある特定の特徴が、単一の実施形態において組合せで提供され得ることも、
当業者は理解するであろう。逆に、簡潔にするために、単一の実施形態の文脈において記
載されている種々の特徴を、別々にまたは任意の副組合せで提供することもできる。さら
に、範囲内に明示された値への言及は、その範囲内の各及びすべての値を含む。

 



(18) JP 2018-530687 A 2018.10.18

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】
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【図５Ｂ】

【図５Ｃ】
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【図６】

【手続補正書】
【提出日】平成30年1月31日(2018.1.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　断熱製品であって、
　容器と、
　前記容器内部に第１の層を形成する第１の断熱材料と、
　前記容器内部に第２の層を形成する第２の断熱材料と、を備え、前記第１の層が、前記
第２の層によって圧縮される、断熱製品。
【請求項２】
　前記第１の断熱材料としては、圧縮性断熱材、有機材料、圧縮性鉱物材料、合成材料、
セルロース、繊維ガラス、ポリエステル繊維、ポリエチレン繊維、ガラスウール、ストー
ンウール、羊毛、木材繊維、綿、麻、亜麻、コルク、わら、羽毛、及び細断された再生布
のうちの少なくとも１つが挙げられる、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項３】
　前記第２の断熱材料としては、発泡体、噴霧発泡体、及び緩徐上昇噴霧発泡体のうちの
少なくとも１つが挙げられる、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項４】
　前記第２の断熱材料としては、イソシアネート、メチレンジフェニルジイソシアネート
（ＭＤＩ）、ポリオール樹脂、及びポリエーテルポリオールのうちの少なくとも１つが挙
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げられる、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項５】
　前記第２の断熱材料が、少なくとも１つの市販の膨張発泡体を含む、請求項１に記載の
断熱製品。
【請求項６】
　前記第２の断熱材料が、前記断熱製品内に気密層を備える、請求項１に記載の断熱製品
。
【請求項７】
　前記気密層が、１インチの厚さに対して７５Ｐａで約０．００４Ｌ／（ｓ．ｍ２）未満
の空気透過率を備える、請求項６に記載の断熱製品。
【請求項８】
　前記第２の断熱材料が、約２透過率／インチ（ｐｅｒｍｓ／ｉｎｃｈ）以下の水蒸気透
過率を有する、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項９】
　前記第１の層が、前記第１の層と前記第２の層との間に少なくとも１つのライナ、フェ
ーシング、及びバリアを含む、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項１０】
　前記第１の断熱材料が、
　少なくとも約少なくとも約０．３５ｌｂ／ｆｔ３、かつ約２．８ｌｂ／ｆｔ３以下の非
圧縮密度と、
　少なくとも約０．６２ｌｂ／ｆｔ３、かつ約３ｌｂ／ｆｔ３以下の前記容器内部の圧縮
密度と、を備える、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項１１】
　前記第２の断熱材料が、少なくとも約０．２５ｌｂ／ｆｔ３、かつ約３ｌｂ／ｆｔ３以
下の密度を有する、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項１２】
　前記第１の断熱材料が、少なくとも約１０％、かつ約８０％以下まで圧縮される、請求
項１に記載の断熱製品。
【請求項１３】
　厚さ比（ＴＲ）が、前記第２の層（ＴＳ）の厚さに対する前記圧縮された第１の層（Ｔ
Ｆ）の厚さとして定義され、前記厚さ比（ＴＲ＝ＴＦ／ＴＳ）が、少なくとも約０．１、
かつ約０．９以下である、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項１４】
　前記第１の層が、前記容器の内側表面全体を実質的に被覆し、前記第２の層が、前記容
器の対向する内側表面全体を実質的に被覆し、前記第２の層が、前記第１の層の表面全体
を実質的に被覆して圧縮する、請求項１に記載の断熱製品。
【請求項１５】
　前記第１の断熱材料が、
　少なくとも約Ｒ１０、かつ約Ｒ２５以下の非圧縮熱抵抗（Ｒ値）と、
　少なくとも約Ｒ１２、かつ約Ｒ３４以下の圧縮Ｒ値と、を含む、請求項１に記載の断熱
製品。
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